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第Ⅱ部 毎月勤労統計調査地方調査結果の概要 

１ 賃金の動き  －現金給与総額 前年比 2.7％増加－ 

(1) 調査産業計 

事業所規模５人以上の事業所の令和４年における常用労働者一人平均月間現金給与総額(きまって

支給する給与と特別に支払われた給与の合計)は、前年比 2.7％増の 300,989 円(規模 30 人以上では

3.8％増の 341,171 円)となった。現金給与総額の内訳をみると、所定内給与は 1.3％増の 232,825 円

(同 2.2％増の 255,492 円)、所定外給与（超過労働給与）は 10.0％増の 17,659 円（同 13.2％増の

22,801 円）となり、所定内給与と所定外給与を合わせた、きまって支給する給与は 1.9％増の 250,484

円（同 3.0％増の 278,293 円）、また、ボーナス等の特別に支払われた給与は 8.1％増の 50,505 円(同

7.7％増の 62,878 円)となった。（表１、図１） 

現金給与総額の実質賃金指数 (富山市消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いて物価

変動の影響を差し引いたもの) は、前年比0.2％減の99.6(規模30人以上では前年比0.9％増の100.9) 

となった。 

（表２、統計表第２表、第 15 表） 

 

表１ 産業別にみた賃金の動き 

 

 

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

（事業所規模５人以上） 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計  300 989   2.7 250 484   1.9 232 825   1.3 17 659   10.0 50 505   8.1

建 設 業  365 350 △ 5.9 305 998 △ 3.4 286 583 △ 3.0 19 415 △ 10.7 59 352 △ 15.7

製 造 業  356 533   8.7 290 466   7.0 264 798   7.1 25 668   7.4 66 067   19.7

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  546 737 △ 0.1 428 589   0.4 360 018 △ 0.4 68 571   4.9 118 148 △ 2.1

情 報 通 信 業  473 730   0.6 358 517 △ 0.8 324 027   0.4 34 490 △ 11.1 115 213   9.1

運 輸 業 , 郵 便 業  297 085   5.0 270 076   5.8 240 935   2.9 29 141   39.3 27 009 △ 4.4

卸 売 業 , 小 売 業  240 112   6.3 206 528   4.8 196 306   4.5 10 222   8.9 33 584   16.4

金 融 業 , 保 険 業  371 988   0.8 302 768 △ 2.8 288 321 △ 4.0 14 447   33.9 69 220   20.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  247 579 △ 14.5 209 874 △ 14.2 196 620 △ 14.0 13 254 △ 17.2 37 705 △ 15.0

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業  358 678 △ 11.8 289 590 △ 8.5 273 935 △ 7.0 15 655 △ 27.6 69 088 △ 23.5

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  103 123 △ 12.0 98 998 △ 12.8 95 015 △ 12.4 3 983 △ 22.8 4 125   15.4

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業  210 288   6.9 188 899   5.8 183 647   5.6 5 252   16.5 21 389   19.5

教 育 , 学 習 支 援 業  385 251   1.9 296 433   1.3 280 826 △ 2.9 15 607   366.0 88 818   3.7

医 療 , 福 祉  310 934   0.7 257 434 △ 0.1 243 883 △ 0.1 13 551   1.8 53 500   4.0

複 合 サ ー ビ ス 事 業  349 576   0.4 284 089   2.2 266 624   1.1 17 465   24.7 65 487 △ 7.3

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な いもの）  231 170   6.5 200 883   3.7 187 621   1.6 13 262   45.1 30 287   28.4

（事業所規模30人以上）

調 査 産 業 計  341 171   3.8 278 293   3.0 255 492   2.2 22 801   13.2 62 878   7.7

建 設 業  300 540 △ 34.3 250 217 △ 28.7 231 030 △ 29.9 19 187 △ 11.1 50 323 △ 52.9

製 造 業  379 290   10.5 304 448   8.2 275 363   8.2 29 085   9.4 74 842   21.4

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業  557 312   0.9 441 365   1.7 366 503   0.5 74 862   7.2 115 947 △ 1.8

情 報 通 信 業  505 425   0.6 373 056 △ 0.2 336 108   2.0 36 948 △ 16.1 132 369   5.4

運 輸 業 , 郵 便 業  298 294   3.0 272 036   6.2 246 535   3.9 25 501   33.5 26 258 △ 21.6

卸 売 業 , 小 売 業  245 845   2.8 214 541   4.6 203 816   5.1 10 725 △ 5.3 31 304 △ 8.0

金 融 業 , 保 険 業  353 076   10.1 291 125   7.1 278 288   3.8 12 837   253.3 61 951   24.3

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  279 261   0.6 221 101 △ 1.5 204 247 △ 4.4 16 854   50.1 58 160   10.4

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業  465 175 △ 0.6 347 526 △ 1.7 323 494   0.5 24 032 △ 24.3 117 649   2.9

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  143 711 △ 4.7 134 331 △ 7.0 125 879 △ 8.5 8 452   23.5 9 380   53.5

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業  231 229   8.0 199 685   5.8 194 167   5.9 5 518   3.7 31 544   31.6

教 育 , 学 習 支 援 業  473 384   1.1 355 762 △ 0.3 332 962 △ 5.3 22 800   367.6 117 622   4.4

医 療 , 福 祉  344 428 △ 0.3 282 199 △ 1.1 264 727 △ 1.3 17 472   2.7 62 229   2.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業  350 038   2.1 287 426   3.5 261 755   2.0 25 671   22.2 62 612 △ 4.3

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な いもの）  216 151   10.3 189 380   8.4 174 522   5.7 14 858   55.4 26 771   27.2

（注）1　現金給与総額、きまって支給する給与、所定内給与の前年比については、指数から算出した。 （令和２年=100）

　　　2　所定外給与及び特別に支払われた給与は指数化していないため、前年比は各月の実数値の単純平均から算出した。

特別に支払われた給与所定内給与 所定外給与産　　　業
現金給与総額 きまって支給する給与
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図１ 現金給与額の推移 －規模５人以上－ 

 

 

表２ 現金給与総額の全国平均との比較 －規模５人以上－ 

 

  

 

(2) 産業別、性別、就業形態別賃金 

平均月間現金給与総額を産業別にみると、事業所規模５人以上では、電気・ガス・熱供給・水道業

が 546,737 円で最も高く、次いで、情報通信業 473,730 円、教育,学習支援業 385,251 円、金融業,保

険業 371,988 円と続き、9産業で調査産業計（300,989 円）を上回った。 

事業所規模 30 人以上では、電気・ガス・熱供給・水道業が 557,312 円で最も高く、次いで、情報

通信業 505,425 円、教育,学習支援業 473,384 円と続き、８産業で調査産業計（341,171 円）を上回っ

た。 

また、前年と比べると、事業所規模５人以上では、製造業が 8.7％増と最も多く増加し、10 産業で

増加した。一方、最も減少したのは、不動産業,物品賃貸業で 14.5％減となった。 

事業所規模 30人以上では、製造業が 10.5％増と最も多く増加し、11産業で増加した。一方、最も

減少したのは、建設業で 34.3％減となった。 

（表１、図２） 
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きまって支給する給与（指数）

指数

(令和２年=100) (%)

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

円 円 円 % % % %

平成29年  305 087  319 453 △ 14 366 103.5 △ 0.1 100.2 0.4 104.8 △ 1.2 101.9 △ 0.2

平成30年  302 764  323 547 △ 20 783 102.7 △ 0.7 101.6 1.4 102.6 △ 1.9 102.1 0.2

令和元年  298 586  322 552 △ 23 966 101.3 △ 1.4 101.2 △ 0.4 101.2 △ 1.4 101.2 △ 1.0

令和２年  294 901  318 405 △ 23 504 100.0 △ 1.2 100.0 △ 1.2 100.0 △ 1.1 100.0 △ 1.2

令和３年  292 633  319 461 △ 26 828 99.3 △ 0.7 100.3 0.3 99.8 △ 0.2 100.6 0.6

令和４年  300 989  325 817 △ 24 828 102.0 2.7 102.3 2.0 99.6 △ 0.2 99.6 △ 1.0

（注） 実質賃金指数富山県平均は、名目賃金指数を富山市消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して100を乗じたものである。 （令和２年=100）

現金給与総額（実数） 名目賃金指数 実質賃金指数

富山県平均 全国平均 差
富山県平均 全国平均 富山県平均 全国平均年



- 9 - 

図２ 産業別現金給与総額 －規模５人以上－ 

 

産業別の現金給与総額を性別、就業形態別にみると、表３のとおりとなる。 

 

 

表３ 産業別、性別、就業形態別現金給与総額 

 

   

 

267 

201 

284 

257 

296 

189 

99 

290 

210 

303 

207 

270 

359 

429 

290 

306 

250 

58 

30 

65 

54 

89 

21 

4 

69 

38 

69 

34 

27 

115 

118 

66 

59 

51 

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500 550 600

全国（調査産業計）

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療，福祉

教育，学習支援業

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業

不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業

卸売業，小売業

運輸業，郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

調査産業計

（千円）

きまって支給する給与

特別に支払われた給与

男 女 一般労働者
パートタイム

労働者 男 女 一般労働者
パートタイム
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円 円 円 円 円 円 円 円

調 査 産 業 計  369 011 223 301 378 895 99 403  403 499 261 487 400 436 112 909

建 設 業  406 407 213 064 402 586 83 396  376 451 151 790 392 836 76 130

製 造 業  407 595 246 919 377 807 109 908  427 281 268 414 390 781 131 450

電気・ガス・熱供給・水道業  591 578 367 021 563 664 169 435  598 599 377 721 564 755 166 545

情 報 通 信 業  528 034 375 944 489 564 96 352  557 858 392 895 520 082 90 455

運 輸 業 , 郵 便 業  317 203 211 916 337 402 125 993  323 873 203 618 357 106 132 865

卸 売 業 , 小 売 業  334 498 160 045 354 016 109 508  331 191 159 376 378 324 115 730

金 融 業 , 保 険 業  489 073 270 946 413 934 140 252  494 660 272 443 404 620 127 622

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業  310 460 176 309 348 497 94 730  354 867 194 158 338 072 127 218

学術研究 ,専門・技術サービス業  481 287 266 533 388 732 129 730  519 860 353 726 526 916 146 767

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業  122 747 89 596 277 013 67 345  180 852 116 482 313 608 76 242

生活関連サービス業 ,娯楽業  241 110 186 436 303 698 101 812  285 374 201 513 297 799 114 950

教 育 , 学 習 支 援 業  478 007 326 761 511 127 113 242  534 090 416 098 574 263 134 461

医 療 , 福 祉  398 292 283 248 382 600 112 036  434 509 315 123 409 590 130 183

複 合 サ ー ビ ス 事 業  415 535 271 574 380 012 146 957  415 731 228 491 410 468 153 935

サービス業（他に分類されないもの）  271 132 176 061 296 151 93 558  259 877 165 226 284 026 87 627

産　　　業

規模５人以上 規模30人以上

性 就業形態 性 就業形態
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平均月間現金給与総額を性別にみると、事業所規模５人以上では、男性は 369,011 円、女性は

223,301 円で、男性 100 に対して女性は 60.5 となり、男女間の差は、前年に比べ 0.7 ポイント縮小

した。 

事業所規模 30人以上では、男性は 403,499 円、女性は 261,487 円、男性 100 に対して女性は 64.8

となり、男女間の差は、前年に比べ 0.5ポイント拡大した。（表４） 

 

表４ 性別にみた現金給与総額 －調査産業計－ 

 

 

 

 

平均月間現金給与総額を就業形態別にみると、事業所規模５人以上では、一般労働者は 378,895

円、パートタイム労働者は 99,403 円であった。事業所規模 30 人以上では、一般労働者は 400,436

円、パートタイム労働者は 112,909 円であった。（表５） 

 

表５ 就業形態別にみた現金給与額 －調査産業計－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 円 円 円

令和３年  358 950  219 561   61.2  391 202  251 414   64.3

令和４年  369 011  223 301   60.5  403 499  261 487   64.8

規模30人以上

男 女
男女比較

（男性＝100）

年

規模５人以上

男 女
男女比較

（男性＝100）

所定内給与 所定内給与

円 円 円 円 円 円 円 円

規模 令和３年  365 807 302 750  281 439 63 057  98 665 95 256  93 133 3 409

５人以上 令和４年  378 895  310 294  286 571  68 601  99 403  95 721  93 753  3 682

規模 令和３年  385 684 312 825  288 165 72 859  113 464 109 320  106 162 4 144

30人以上 令和４年  400 436  322 362  294 378  78 074  112 909  108 559  105 720  4 350

規模 年
現金給与総額

一般労働者 パートタイム労働者

現金給与総額
きまって支給する給与 特別に支払

われた給与

きまって支給する給与 特別に支払
われた給与
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 (3)賞与の支給状況(事業所規模 30人以上)  －夏季賞与 前年比 8.0％増加－ 

ア 夏季賞与 

夏季賞与（令和４年６月～８月に特別に支払われた給与のうち賞与として支給された給与）の常

用労働者一人平均支給額は、前年比 8.0％増の 395,657 円となった。また、所定内給与に対する支

給割合（平均支給月数）は、前年比 0.05か月増の 1.22 か月分となった。 

なお、賞与が支給された事業所の割合は 80.8％（前年 85.2％）となった。(表６) 

 

イ 年末賞与 

年末賞与（令和４年 11 月～令和５年１月に特別に支払われた給与のうち賞与として支給された

給与）の常用労働者一人平均支給額は、408,973 円となった。また、所定内給与に対する支給割合

（平均支給月数）は、1.27か月分となった。 

なお、賞与が支給された事業所の割合は 88.0％となった。(表６) 

 

 
 

表６ 産業別賞与支給額 －規模 30人以上－ 

 

R4 R3 前年比 R4 R3 前年差 R4 R3 前年差
円 円 ％ か月分 か月分 ％ ％

調 査 産 業 計 395 657 366 365 8.0 1.22 1.17 0.05 80.8 85.2 △4.4

建 設 業 183 871 678 818 △72.9 0.78 1.59 △ 0.81 78.4 90.1 △11.7

製 造 業 468 190 390 820 19.8 1.30 1.23 0.07 78.2 84.1 △5.9

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 726 949 713 414 1.9 1.98 1.97 0.01 100.0 100.0 0.0

情 報 通 信 業 734 425 822 957 △10.8 2.24 2.36 △ 0.12 74.5 59.2 15.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 213 223 244 327 △12.7 0.87 0.98 △ 0.11 61.1 68.7 △7.6

卸 売 業 , 小 売 業 201 860 183 031 10.3 0.94 0.88 0.06 82.6 100.0 △17.4

金 融 業 ， 保 険 業 396 913 281 319 41.1 1.31 0.98 0.33 96.9 96.4 0.5

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 345 487 340 290 1.5 1.37 1.34 0.03 100.0 100.0 0.0

学 術研 究， 専門 ・技 術サ ービ ス業 711 326 724 130 △1.8 2.06 2.20 △ 0.14 83.0 71.7 11.3

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 50 455 57 648 △12.5 0.31 0.36 △ 0.05 76.2 70.6 5.6

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 139 130 141 544 △1.7 0.71 0.75 △ 0.04 64.9 83.3 △18.4

教 育 ， 学 習 支 援 業 637 752 651 587 △2.1 2.02 1.92 0.10 97.4 100.0 △2.6

医 療 ， 福 祉 404 495 362 767 11.5 1.43 1.21 0.22 93.1 89.3 3.8

複 合 サ ー ビ ス 事 業 355 289 372 843 △4.7 1.38 1.60 △ 0.22 100.0 100.0 0.0

サ ービ ス業 （他 に分類されないもの） 174 420 129 487 34.7 0.85 0.78 0.07 74.9 74.5 0.4

（注） 前年比、前年差については、実数値から算出した。

年末（11～１月）賞与

R4 R3 前年比 R4 R3 前年差 R4 R3 前年差
円 円 ％ か月分 か月分 ％ ％

調 査 産 業 計 408 973 - - 1.27 - - 88.0 - -

建 設 業 314 713 - - 1.09 - - 81.8 - -

製 造 業 494 799 - - 1.39 - - 88.7 - -

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 650 703 - - 1.92 - - 100.0 - -

情 報 通 信 業 773 859 - - 2.10 - - 100.0 - -

運 輸 業 ， 郵 便 業 248 626 - - 1.05 - - 62.4 - -

卸 売 業 , 小 売 業 194 374 - - 0.91 - - 90.8 - -

金 融 業 ， 保 険 業 453 291 - - 1.40 - - 100.0 - -

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 345 992 - - 1.39 - - 82.1 - -

学 術研 究， 専門 ・技 術サ ービ ス業 661 184 - - 2.07 - - 100.0 - -

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 55 422 - - 0.35 - - 73.4 - -

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 222 391 - - 1.12 - - 100.0 - -

教 育 ， 学 習 支 援 業 657 415 - - 2.09 - - 100.0 - -

医 療 ， 福 祉 382 439 - - 1.23 - - 93.6 - -

複 合 サ ー ビ ス 事 業 355 266 - - 1.42 - - 100.0 - -

サ ービ ス業 （他 に分類されないもの） 183 126 - - 0.92 - - 84.0 - -

（注） R3は未集計。
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